
 

 墨田区予算事務規則の一部を改正する規則を公布する。 

  令和７年４月１日 

 

                    墨田区長  山  本    亨    

 

墨田区規則第６３号 

 



   墨田区予算事務規則の一部を改正する規則 

 墨田区予算事務規則（昭和４１年墨田区規則第４号）の一部を次の表のように改正

する。 

（下線部分は改正部分） 

改  正  後 改  正  前 
  

目次 

 第１章 総則（第１条―第４条） 

 第２章 予算の編成（第５条―第１２条） 

 第３章 予算の執行（第１３条―第２４条）

 

 第４章 雑則（第２５条―第３１条） 

 付則 

 （端数処理） 

第４条 予算の見積り、配当、流用等の事務

処理において１，０００円未満の端数があ 

 るときは、歳入にあってはこれを切り捨て、

 歳出にあってはこれを切り上げるものとす

る。 

   第２章 予算の編成 

（基本方針） 

第５条 予算の編成は、別に区長が定める会

計年度ごとの予算編成に関する基本方針

（以下「基本方針」という。）に基づき行

うものとする。 

（事務処理方針） 

第６条 企画経営室長は、前条の基本方針に

基づき、予算の編成に関し必要な事務処理

方針（以下「事務処理方針」という。）を

定め、各事業を所管する部局（墨田区会計

事務規則（昭和３９年墨田区規則第８号。

以下「会計事務規則」という。）第２条第

１号に規定する部並びに選挙管理委員会事

務局及び監査委員事務局をいう。以下同

じ。）の長に通知しなければならない。 

（見積書の作成） 

第７条 〔略〕 

２ 〔略〕 

目次 

 第１章 総則（第１条―第３条） 

 第２章 予算の編成（第４条―第１１条） 

 第３章 予算の執行（第１１条の２―第２

０条） 

 第４章 雑則（第２１条―第２５条） 

 付則 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

   第２章 予算の編成 

〔同左〕 

第４条 〔同左〕 

 

 

 

〔同左〕 

第５条 企画経営室長は、前条の基本方針に

基づき、予算の編成に関し必要な事務処理

方針（以下「事務処理方針」という。）を

定め、各事業を所管する部局（墨田区会計

事務規則（昭和３９年墨田区規則第８号。

以下「会計事務規則」という。）第２条に

規定する部並びに選挙管理委員会事務局及

び監査委員事務局をいう。以下同じ。）の

長に通知しなければならない。 

〔同左〕 

第６条 〔略〕 

２ 〔略〕 



３ 見積書は、次に掲げる事項を具備してい

なければならない。 

 ⑴ 事業及び経費の概要並びにその計画 

（全体計画及び当該年度分の計画を含

む。） 

 ⑵～⑸ 〔略〕 

（予算原案の作成） 

第８条 企画経営室長は、部局の長から提出

された見積書の内容を調査検討し、その意

見を聞いて、予算原案を作成の上、区長に

提出しなければならない。 

（副区長の調整並びに予算の決定及び通知）

第９条 企画経営室長は、前条の規定に基づ

き予算原案を区長に提出しようとするとき

は、副区長の審査を受け、その調整を経な

ければならない。 

２ 〔略〕 

（予算説明書の作成等） 

第１０条 部局の長は、前条第２項の規定に

よる通知があったときは、予算の説明資料

を、企画経営室長にその指定する期日まで

に提出しなければならない。 

２ 〔略〕 

（補正予算の編成） 

第１１条 補正予算は、次に掲げる場合に限

り編成できるものとし、その手続について 

 は、第７条から前条までの規定の例による。

 ⑴・⑵ 〔略〕 

（予算の成立通知） 

第１２条 予算が成立したときは、企画経営

室長は、部局の長に科目、金額、内容等を

通知しなければならない。この場合におい

て、予算の議決書の写しの送付をもってこ

れに代えることができる。 

   第３章 予算の執行 

（予算執行の基本方針） 

第１３条 予算の執行は、別に区長が定める

会計年度ごとの予算執行に関する基本方針

３ 〔同左〕 

 

 ⑴ 事業及び経費の概要とその計画（全体

計画及び当該年度分の計画を含む。） 

 

 ⑵～⑸ 〔略〕 

〔同左〕 

第７条 企画経営室長は、部局の長から提出

された見積書の内容を調査検討し、その意

見を聞いて、予算原案を作成のうえ、区長

に提出しなければならない。 

（副区長の調整、予算の決定） 

第８条 〔同左〕 

 

 

 

２ 〔略〕 

（予算説明書） 

第９条 〔同左〕 

 

 

 

２ 〔略〕 

〔同左〕 

第１０条 補正予算は、次に掲げる場合に限

り編成できるものとし、その手続について 

 は、第６条から前条までの規定の例による。

 ⑴・⑵ 〔略〕 

（予算の通知） 

第１１条 予算が成立したときは、企画経営

室長は、部局の長に科目、金額、内容等を

通知しなければならない。この場合、予算

の議決書の写の送付をもってこれに代える

ことができる。 

   第３章 予算の執行 

〔同左〕 

第１１条の２ 〔同左〕 

 



（以下「執行方針」という。）に基づき行

うものとする。 

（予算執行の原則） 

第１４条 歳出予算の執行は、配当又は配付

により行うものとし、その金額を超えて支

出負担行為をしてはならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、継続費にあっ

ては翌年度以降の支出予定額の範囲内にお

いて、債務負担行為にあっては第１２条に

規定する通知に基づいて支出負担行為をす

ることができる。 

３ 歳出予算のうち、国庫支出金、都支出金

その他の特定の収入を財源とする事業につ

いては、その収入が確定するまでは、支出

負担行為をしてはならない。ただし、特に

区長が承認した場合は、この限りでない。 

（予算執行計画の策定） 

第１５条 部局の長は、執行方針に基づき、

四半期ごとに区分した年度間の予算執行計

画を作成し、企画経営室長を経て区長に提

出し、その承認を受けなければならない。 

 

（予算執行計画の変更） 

第１６条 部局の長は、予算執行計画の変更

を必要とする場合は、その理由を明らかに

し、企画経営室長を経て区長に提出し、そ

の承認を受けなければならない。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（歳出予算の配当及び執行委任） 

第１７条 歳出予算の配当は、第１５条の規

 

 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（執行計画の策定） 

第１２条 部局の長は、前条に規定する執行

方針に基づき、四半期ごとに区分した年度

間の予算執行計画を作成し、企画経営室長

を経て区長に提出し、その承認を受けなけ

ればならない。 

（執行計画の変更） 

第１３条 〔同左〕 

 

 

 

（予算執行の原則） 

第１４条 歳出予算の執行は、配当又は配付

により行うものとし、その金額を超えて支

出負担行為をしてはならない。 

２ 歳出予算のうち、国庫支出金、都支出金

その他の特定の収入を財源とする事業につ

いては、その収入が確定するまでは、支出

負担行為をしてはならない。ただし、特に

区長が承認した場合は、この限りでない。 

（歳出予算の配当） 

第１５条 歳出予算の配当は、第１２条の規



定により承認を受けた予算執行計画に基づ

き、企画経営室長が行うものとする。 

２～４ 〔略〕 

（歳出予算の配付） 

第１８条 部局の長は、配当を受けた歳出予

算のうち、その所管に属する課及び所（会

計事務規則第２条第３号に規定する課及び

同条第５号に規定する所をいう。以下同

じ。）に係る経費の全部又は一部を当該課

及び所に配付するものとする。 

２ 部局の長は、前項の規定に基づき課及び

所に歳出予算を配付したときは、企画経営

室長及び会計管理者に対し、当該配付予算

額を通知しなければならない。 

（歳入科目の新設） 

第１９条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 企画経営室長は、歳入科目を新設したと

き、又は前項の規定により区長の承認を受

けたときは、部局の長及び会計管理者にそ

の内容を通知しなければならない。 

 （支出負担行為） 

第２０条 支出負担行為は、歳出予算の配当

又は配付があった後でなければ、これを行

ってはならない。 

２ 部局の長は、歳出予算を執行しようとす

るときは、配当又は配付された予算に基づ

き、適正に支出負担行為を行わなければな

らない。 

３ 支出負担行為として整理する時期、支出

負担行為の範囲及び支出負担行為に必要な

主な書類は、別表第１に定める区分による

ものとする。ただし、別表第１に定める経

費に係る支出負担行為であっても、別表第

２に定める経費に係る支出負担行為に該当

するものについては、同表に定める区分に

よるものとする。 

（予算の流用） 

定により承認を受けた予算執行計画に基づ

き、企画経営室長が行うものとする。 

２～４ 〔略〕 

〔同左〕 

第１６条 部局の長は、配当を受けた歳出予

算のうち、その所管に属する所（会計事務

規則第２条に規定する所をいう。）に係る

経費の全部又は一部を当該所に配付するも

のとする。 

 

２ 部局の長は、前項の規定に基づき所に歳

出予算を配付したときは、企画経営室長及

び会計管理者に対し、当該配付予算額を通

知しなければならない。 

〔同左〕 

第１７条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 企画経営室長は、歳入科目を新設したと

き、又は前項の規定により区長の承認を受

けたときは、第１項の部局の長及び会計管 

 理者にその内容を通知しなければならない。

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（費目の流用） 



第２１条 〔略〕 

２ 部局の長は、予算の流用を必要とすると

きは、企画経営室長及び財政担当課長と協

議しなければならない。予算に定める各項

の流用についてもまた同様とする。 

３ 企画経営室長は、予算の流用をし、又は

予算の流用の決定があったときは、会計管 

 理者にその内容を通知しなければならない。

４ 予算の流用に際し、既定の目がないとき

は、新たに目を設定して流用することがで

きる。 

（予算の転用） 

第２２条 部局の長は、予算の執行上やむを

得ない理由がある場合に、同目内及び同節

内で事業間における予算の転用を必要とす

るときは、財政担当課長と事前に協議しな

ければならない。 

（予備費の充当） 

第２３条 部局の長は、予備費の充当を必要

とするときは、企画経営室長及び財政担当

課長と協議しなければならない。 

２ 〔略〕 

３ 予備費の充当に際し、既定の予算科目が

ないときは、新たに予算科目を設定して充

当することができる。 

４ 〔略〕 

（執行状況の把握） 

第２４条 部局の長は、執行計画に基づく予

算の執行状況を常に把握していなければな

らない。 

２ 〔略〕 

   第４章 雑則 

（繰越見積書） 

第２５条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 前項の規定による区長の承認があったと

きは、企画経営室長は、部局の長及び会計

管理者にその内容を通知しなければならな

第１８条 〔略〕 

２ 部局の長は、費目の流用を必要とすると

きは、企画経営室長と協議しなければなら

ない。予算に定める各項の流用についても

また同様とする。 

３ 企画経営室長は、費目の流用をし、又は

流用の決定があったときは、会計管理者に

その内容を通知しなければならない。 

４ 流用に際し、既定の目がないときは、新

たに目を設定して流用することができる。 

 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

〔同左〕 

第１９条 部局の長は、予備費の充当を必要

とするときは、企画経営室長と協議しなけ

ればならない。 

２ 〔略〕 

３ 予備費の充当に際し、既定の予算科目が

ないときは、新たに科目を設定して充当す

ることができる。 

４ 〔略〕 

〔同左〕 

第２０条 〔同左〕 

 

 

２ 〔略〕 

   第４章 雑則 

〔同左〕 

第２１条 〔略〕 

２ 〔略〕 

３ 前項の規定による区長の承認があったと

きは、企画経営室長は、第１項の部局の長

及び会計管理者にその内容を通知しなけれ



い。 

（繰越調書） 

第２６条 部局の長は、繰越しを確保された

経費について繰越調書を作成し、繰り越す

べき年度の５月２０日までに企画経営室長

に提出しなければならない。 

（繰越計算書） 

第２７条 企画経営室長は、前条に規定する

継続費、繰越明許費及び事故繰越しの調書

に基づき、当該繰越経費に関する繰越計算

書を作成し、区長に提出しなければならな

い。 

（繰越使用の経費） 

第２８条 第２５条の規定に基づき翌年度へ

繰り越した当該経費については、第１７条

又は第１８条の規定に基づく配当又は配付

があったものとみなす。 

（帳簿） 

第２９条 〔略〕 

２ 第１８条第１項の規定による配付を行っ

た部局の長は、予算配付原簿を備えなけれ

ばならない。 

（企画経営室長及び財政担当課長への協議

事項） 

第３０条 部局の長は、次の各号に該当する

場合は、企画経営室長及び財政担当課長に

予算関係事案の処理について協議しなけれ

ばならない。 

 ⑴ 将来予算措置を必要とする計画の策定

又は改定を行う場合 

 ⑵ 予算を伴うこととなる条例、規則等の

制定、改正又は廃止を行う場合 

 ⑶ 予算を超過し、又は実施内容を変更し

て、事務事業を実施する必要がある場合 

 ⑷ 国庫補助等の内示前に、基本計画事業、

  重要事業指定事業及び新規事業に着手す

る場合 

 ⑸ 所管事業の経費の主たる財源として充

ばならない。 

〔同左〕 

第２２条 〔同左〕 

 

 

 

〔同左〕 

第２３条 〔同左〕 

 

 

 

 

〔同左〕 

第２４条 第２１条の規定に基づき翌年度へ

繰り越した当該経費については、第１５条

又は第１６条の規定に基づく配当又は配付

があったものとみなす。 

〔同左〕 

第２５条 〔略〕 

２ 第１６条第１項の規定による配付を行っ

た部局の長は、予算配付原簿を備えなけれ

ばならない。 

 

 

〔新設〕 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



当すべき特定の収入が、予算額と大きく

乖離することが見込まれる場合 

 ⑹ 前各号に掲げるもののほか、財政運営

上特に重要と認められる事項が生じた場

合又は生じることが明らかになった場合 

 （委任） 

第３１条 この規則に定めるもののほか、こ

の規則の施行に関し必要な事項は、企画経

営室長が別に定める。 

別表第１ 〔別紙１のとおり〕 

別表第２ 〔別紙２のとおり〕 

 

 

 

 

 

 

〔新設〕 

 

 

〔新設〕 

〔新設〕      

   付 則 

 この規則は、公布の日から施行する。 

 



 
〔別紙１〕 

別表第１【新設】 

区分 
支出負担行為として

整理する時期 
支出負担行為の範囲 

支出負担行為に必要

な主な書類 

報酬 
支出決定のとき。 当該支給期間分又は支

出しようとする額 

⑴ 給与台帳 

⑵ 仕訳書 

給料 
支出決定のとき。 当該給与期間分 ⑴ 給与簿 

⑵ 仕訳書 

職員手当等 

支出決定のとき。 支出しようとする額 ⑴ 諸手当簿 

⑵ 仕訳書 

⑶ 戸籍謄本又は戸

籍抄本 

⑷ 死亡届書 

⑸ 失業証明書 

共済費 支出決定のとき。 支出しようとする額 ⑴ 払込通知書 

災害補償費 

支出決定のとき。 支出しようとする額 ⑴ 本人の請求書 

⑵ 病院等の請求書 

⑶ 受領書又は証明

書 

⑷ 戸籍謄本又は戸

籍抄本 

恩給及び退職年金 支出決定のとき。 支出しようとする額 ⑴ 請求書 

報償費 支出決定のとき。 支出しようとする額 ⑴ 支出決定書 

旅費 
支出決定のとき。 支出しようとする額 ⑴ 請求書 

⑵ 命令簿 

交際費 支出決定のとき。 支出しようとする額 ⑴ 請求書 

需用費 

光熱水費 

契約を締結するとき。

ただし、単価契約にあ

っては、発注のとき又

は請求のあったときと

することができる。 

契約金額。ただし、単

価契約にあっては、発

注額又は請求のあった 

額とすることができる。

⑴ 契約書 

⑵ 請書 

⑶ 請求書 

⑷ 検針表 

食糧費 

契約を締結するとき。

ただし、単価契約にあ

っては、発注のとき又

は請求のあったときと

することができる。 

契約金額。ただし、単

価契約にあっては、発

注額又は請求のあった 

額とすることができる。

⑴ 契約書 

⑵ 請書 

⑶ 仕様書 

⑷ 請求書（単価契 

約の場合に限る。）

賄費 

契約を締結するとき。

ただし、単価契約にあ

っては、請求のあった

ときとすることができ

る。 

契約金額。ただし、単

価契約にあっては、請

求のあった額とするこ

とができる。 

⑴ 契約書 

⑵ 請書 

⑶ 仕様書 

⑷ 請求書（単価契 

約の場合に限る。）

一般需用費 

契約を締結するとき。

ただし、単価契約にあ

っては発注のとき又は

請求のあったときとす

ることができる。 

契約金額。ただし、単

価契約にあっては、発

注額又は請求のあった 

額とすることができる。

⑴ 契約書 

⑵ 請書 

⑶ 仕様書 

⑷ 請求書（単価契 

約の場合に限る。）     
  

 

契約を締結するとき。

ただし、後納又は単価

契約金額。ただし、後

納又は単価契約にあっ

⑴ 契約書 

⑵ 請書 
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通信運搬料 

契約にあっては、請求

のあったときとするこ

とができる。 

ては、請求のあった額

とすることができる。 

⑶ 申込書の写し 

⑷ 仕様書 

⑸ 請求書（後納又

は単価契約の場合

に限る。）      
役務費 

保険料 

契約を締結するとき。

ただし、後納又は単価

契約にあっては、請求

のあったときとするこ

とができる。 

契約金額。ただし、後

納又は単価契約にあっ

ては、請求のあった額

とすることができる。 

⑴ 契約書 

⑵ 払込通知書 

⑶ 請求書（後納又

は単価契約の場合

に限る。） 

 その他 

契約を締結するとき。

ただし、単価契約にあ

っては、発注のとき又

は請求のあったときと

することができる。 

契約金額。ただし、単

価契約にあっては、発

注額又は請求のあった 

額とすることができる。

⑴ 契約書 

⑵ 請書 

⑶ 指示書又は請求

書（単価契約の場

合に限る。） 

委託料 

契約を締結するとき。

ただし、単価契約にあ

っては、発注のとき又

は請求のあったときと

することができる。 

契約金額。ただし、単

価契約にあっては、発

注額又は請求のあった 

額とすることができる。

⑴ 契約書 

⑵ 請書 

⑶ 指示書又は請求

書（単価契約の場

合に限る。） 

使用料及び賃借料 

契約を締結するとき。

ただし、後納又は単価

契約にあっては、請求

のあったときとするこ

とができる。 

契約金額。ただし、後

納又は単価契約にあっ

ては、請求のあった額

とすることができる。 

⑴ 契約書 

⑵ 請書 

⑶ 指示書又は請求

書（後納又は単価 

 契約の場合に限

る。） 

工事請負費 

契約を締結するとき。

ただし、単価契約にあ

っては、発注のときと

することができる。 

契約金額。ただし、単

価契約にあっては、発

注額とすることができ

る。 

⑴ 契約書 

⑵ 請書 

⑶ 仕様書 

⑷ 指示書（単価契 

約の場合に限る。）

原材料費 

契約を締結するとき。 契約金額 ⑴ 契約書 

⑵ 請書 

⑶ 仕様書 

公有財産購入費 
契約を締結するとき。 契約金額 ⑴ 契約書 

⑵ 請書 

備品購入費 

契約を締結するとき。

ただし、単価契約にあ

っては、発注のとき又

は請求のあったときと

することができる。 

契約金額。ただし、単

価契約にあっては、発

注額又は請求のあった 

額とすることができる。

⑴ 契約書 

⑵ 請書 

⑶ 仕様書 

⑷ 発注書又は請求

書（単価契約の場

合に限る。） 

負担金補助及び交付

金 

交付決定又は請求のあ

ったとき。 

交付しようとする額又

は請求のあった額 

⑴ 支出決定書又は

交付決定書 

⑵ 内訳書 

⑶ 請求書     

扶助費 
支出又は交付決定のと

き。ただし、請負契約

支出又は交付しようと

する額。ただし、請負

⑴ 請求書 

⑵ 発注書（請負契
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又は単価契約にあって

は、契約を締結すると

き又は発注のときとす

ることができる。 

契約又は単価契約にあ

っては、契約金額又は

発注額とすることがで

きる。 

約又は単価契約の

場合に限る。） 

⑶ 関係書類 

    

貸付金 
貸付決定のとき。 貸付を要する額 ⑴ 契約書 

⑵ 申請書 

補償補填及び賠償金 

支出決定のとき。ただ

し、補償金であって、

かつ、契約によるもの

にあっては、契約を締

結するときとすること

ができる。 

支出しようとする額。

ただし、補償金であっ

て、かつ、契約による

ものにあっては、契約

金額とすることができ

る。 

⑴ 支出決定に関す

る調書 

⑵ 判決書謄本、請 

 求書及び契約書 

 （補償金であって、

 かつ、契約による

ものに限る。） 

償還金利子及び割引

料 

支出決定のとき。 支出しようとする額 ⑴ 請求書 

⑵ 借入に関する書

類の写し 

投資及び出資金 
投資又は出資決定のと

き。 

投資又は出資しようと

する額 

⑴ 申請書 

⑵ 申込書の写し 

積立金 積立決定のとき。 積立しようとする額 関係書類 

寄付金 寄付決定のとき。 寄付しようとする額 関係書類 

公課費 支出決定のとき。 支出しようとする額 公課基金の写し 

繰出金 
繰出又は処分決定のと

き。 

繰出しようとする額 繰出決定書 

 備考 

１ 支出負担行為として整理する時期を「請求のあったとき」で整理する場合で、

当該請求が出納整理期間中になされたときは、検査又は確認を行ったときに整

理するものとする。 

２ 支出負担行為に必要な主な書類の欄に掲げる書類は、例示とする。 
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別表第２【新設】 

区分 
支出負担行為として整

理する時期 
支出負担行為の範囲 

支出負担行為に必要

な主な書類 

資金前渡 資金の前渡をするとき。資金の前渡を要する額 資金前渡内訳書 

概算払 概算払をするとき。 概算払を要する額 内訳書 

繰替払 
繰替払命令を発すると

き。 

繰替払命令を発しよう

とする額 

内訳書 

過年度支出 過年度支出を行うとき。過年度支出を要する額 内訳書 

繰越 
当該繰越分を含む支出

負担行為を行うとき。 

繰越をした金額の範囲

内の額 

契約書 

返納金の戻入 
現金の戻入通知があっ

たとき。 

戻入する額 内訳書 

債務負担行為 
債務負担行為を行うと

き。 

債務負担行為の額 関係書類 

 備考 支出負担行為に必要な主な書類の欄に掲げる書類は、例示とする。 

 


